
１ 漁業経営体                        

(1) 経営体数 

平成２０年の漁業経営体数は１,５４７経営体で、前回（平成１５年調査。以下同じ。）に比べ１２７

経営体（▲７．６％）減少した。 

漁業経営体を経営組織別にみると、個人経営体が１,４８９経営体（構成比９６.３％）、団体経営

体が５８経営体（同３.７％）で、前回に比べ個人経営体が９．５％減少し、団体経営体が１０７.１％

増加した。 

 

 図１ 漁業経営体数の推移と対前回センサス比 

 

 

 

 

 

 

 表１ 経営組織別漁業経営体数                         単位：【経営体】 

区    分 平成20年 平成15年
増  減 構成比(％) 

実 数 率(％) 平成20年 平成15年

計 1,547 1,674 ▲ 127 ▲ 7.6 100.0 100.0

個 人 経 営 体 1,489 1,646 ▲ 157 ▲ 9.5 96.3 98.3

団 

体 

経 

営 

体 

計 58 28 30 107.1 3.7 1.7

会 社 20 3 17 566.7 1.3 0.2

漁 業 協 同 組 合 4 5 ▲ 1 ▲ 20.0 0.3 0.3

共 同 経 営 34 19 15 78.9 2.2 1.1

そ の 他 0 1 ▲ 1 ▲ 100.0 0.0 0.1
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対前回センサス比

  漁業経営体とは、過去１年間に利潤を得るため、生産物を販売することを目的として、海面において漁業を行った

世帯（個人経営体）または事業所（団体経営体）をいう。ただし、過去１年間に漁業の海上作業を３０日以上行わな

かった世帯を除いている。 



(2) 漁獲物・収獲物の出荷先別経営体数 

漁業経営体における漁獲物・収獲物の出荷先をみると、「漁業協同組合の市場又は荷さばき所」が

８３７経営体（構成比５４．１％）で最も多く、前回に比べ「直売所」、「生協」等への出荷先が増加

した。 
 
表２ 漁獲物・収獲物の出荷先別経営体数（複数回答）              単位：【経営体】 

区    分 平成20年 平成15年
増  減 構成比（％） 

実 数 率(％) 平成20年 平成15年

計 （ 実 数 ）  1,547 1,674 ▲ 127 ▲ 7.6 100.0  100.0 

漁業協同組合の市場又は荷さばき所 837 859 ▲ 22 ▲ 2.6 54.1  51.3 

漁業協同組合以外の卸売市場 358 420 ▲ 62 ▲ 14.8 23.1  25.1 

流 通 業 者 ・ 加 工 業 者 75 104 ▲ 29 ▲ 27.9 4.8  6.2 

小 売 業 者 108 152 ▲ 44 ▲ 28.9 7.0  9.1 

生 協 5 2 3 150.0 0.3  0.1 

直 売 所 21 4 17 425.0 1.4  0.2 

自 家 販 売 259 362 ▲ 103 ▲ 28.5 16.7  21.6 

そ の 他 433 211 222 105.2 28.0  12.6 

 

(3) 漁獲物・収獲物の販売金額別経営体数 

漁獲物・収獲物の販売金額をみると、「１００万円未満」の漁業経営体は６３６経営体

（構成比４１．１％）で最も多く、次いで「１００万円から３００万円未満」が１９７経営体（同

１２．７％）となっている。 

 

図２ 漁獲物・収獲物の販売金額別経営体数 
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(4) 主とする漁業種類別経営体数 

漁業経営体を主とする漁業種類別にみると、その他の釣が３８９経営体（構成比２５.１％）と最も

多く、以下、小型底びき網が３２３経営体（同２０.９％）、その他の刺網が２０１経営体（同

１３.０％）、かき類養殖が１７５経営体（同１１.３％）、のり類養殖が１３１経営体（同８.５％）

の順となっている。 

経営体数を前回と比べると、かき類養殖が１１．２％減、のり類養殖が１９．６％、小型定置網が

２１．１％減となった。一方、増加の主なものは、採貝・採藻、わかめ類養殖となっている。 

 

 

表３ 主とする漁業種類別経営体数                       単位：【経営体】 

区    分 平成20年 平成15年
増  減 構成比（％） 

実 数 率(％) 平成20年 平成15年

計 1,547 1,674 ▲ 127 ▲ 7.6 100.0 100.0

漁 
 
 
 

業 
 
 
 

種 
 
 
 

類 

小 型 底 び き 網 323 348 ▲ 25 ▲ 7.2 20.9 20.8

船 び き 網 3 1 2 200.0 0.2 0.1

そ の 他 の 刺 網 201 245 ▲ 44 ▲ 18.0 13.0 14.6

小 型 定 置 網 56 71 ▲ 15 ▲ 21.1 3.6 4.2

そ の 他 の 網 50 53 ▲ 3 ▲ 5.7 3.2 3.2

そ の 他 の は え 縄 18 13 5 38.5 1.2 0.8

そ の 他 の 釣 389 422 ▲ 33 ▲ 7.8 25.1 25.2

潜 水 器 31 28 3 10.7 2.0 1.7

採 貝 ・ 採 藻 61 27 34 125.9 3.9 1.6

そ の 他 の 漁 業 80 83 ▲ 3 ▲ 3.6 5.2 5.0

ひ ら め 養 殖 4 5 ▲ 1 ▲ 20.0 0.3 0.3

そ の 他 の 魚 類 養 殖 3 8 ▲ 5 ▲ 62.5 0.2 0.5

か き 類 養 殖 175 197 ▲ 22 ▲ 11.2 11.3 11.8

わ か め 類 養 殖 14 6 8 133.3 0.9 0.4

の り 類 養 殖 131 163 ▲ 32 ▲ 19.6 8.5 9.7

そ の 他 の 海 面 養 殖 8 4 4 100.0 0.5 0.2

 

  



２ 個人経営体 

(1) 専兼業別個人経営体数 

漁業経営体のうち個人経営体は１,４８９経営体で、前回に比べ１５７経営体（▲９.５％）減少し

た。 

個人経営体を専兼業別にみると、専業が９２１経営体（構成比６１.９％）で、前回に比べ１３.３％

増加し、第１種兼業が２１４経営体（同１４.４％）、第２種兼業が３５４経営体（同２３.８％）で、

それぞれ４６.８％、１７.９％減少した。 

 

表４ 専兼業別個人経営体数                          単位：【経営体】 

区   分 平成20年 平成15年
増  減 構成比（％） 

実 数 率(％) 平成20年 平成15年

計 1,489 1,646 ▲ 157 ▲ 9.5 100.0 100.0

専      業 921 813 108 13.3 61.9 49.4

兼 
 

業

計 568 833 ▲ 265 ▲ 31.8 38.1 50.6

第1種(自営漁業が主) 214 402 ▲ 188 ▲ 46.8 14.4 24.4

第2種(自営漁業が従) 354 431 ▲ 77 ▲ 17.9 23.8 26.2

 

 

 

 

(2) 基幹的漁業従事者の年齢階層別個人経営体数 

個人経営体を基幹的漁業従事者の年齢階層別にみると、７０歳以上の経営体が５４６経営体（構成

比３６．７％）で最も多く、前回に比べ６８経営体（１４．２％）増加した。 

 

表５ 基幹的漁業従事者の年齢階層別個人経営体数               単位：【経営体】 

区     分 平成20年 平成15年
増  減 構成比（％） 

実 数 率(％) 平成20年 平成15年

計 1,489 1,646 ▲ 157 ▲ 9.5 100.0  100.0 

1 5 ～ 2 9 歳  24 14 10 71.4 1.6  0.9 

3 0 ～ 3 9 歳  77 86 ▲ 9 ▲ 10.5 5.2  5.2 

4 0 ～ 4 9 歳  164 178 ▲ 14 ▲ 7.9 11.0  10.8 

5 0 ～ 5 9 歳  242 327 ▲ 85 ▲ 26.0 16.3  19.9 

6 0 ～ 6 9 歳  436 563 ▲ 127 ▲ 22.6 29.3  34.2 

7 0  歳 以 上  546 478 68 14.2 36.7  29.0 

 

  

第１種兼業の個人経営体とは、自営漁業とそれ以外の仕事を行った世帯のうち、自営漁業の年間収入がそれ以外の

収入より大きい世帯をいう。 

第２種兼業の個人経営体とは、自営漁業とそれ以外の仕事を行った世帯のうち、自営漁業の年間収入がそれ以外の

収入より小さい世帯をいう。 

基幹的漁業従事者とは、個人経営体の世帯員のうち、自営漁業の海上作業従事日数が最も多い人をいう。 



(3) 後継者の有無別個人経営体数 
   

後継者のいる個人経営体は１８５経営体（構成比１２．４％）となった。 

なお、前回とは後継者の有無の定義が異なるため、前回と単純に比較することはできない。 

 
図３ 後継者の有無別個人経営体数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

３ 漁業就業者 

 

漁業就業者は２，２２１人であった。漁業就業者のうち、個人経営体の自営漁業のみに従事した人

は１，８７５人（構成比８４．４％）で、漁業経営体に雇われて漁業に従事した者（自営漁業を行い

ながら他に雇われて漁業に従事した者を含む。）は３４６人（同１５．６％）であった。 

なお、前回とは漁業就業者の概念が異なるため、前回と単純に比較することはできない。 

 

表６ 漁業就業者数                     単位：人 

区    分 就業者数 構成比（％） 

漁 業 就 業 者 2,221 100.0 

 

自 営 漁 業 の み に 従 事 1,875 84.4 

漁 業 雇 わ れ 346 15.6 

  

後継者とは「過去１年間に漁業に従事した人のうち、将来自営漁業の経営主になる予定の人」であり、平成１５年は 

個人経営体の世帯員を対象としているが、平成２０年は世帯員に限らず将来経営主になる予定の人を後継者としている。

後継者あり

12.4 

後継者なし

87.6 

1,489経営体

（100％）

 漁業就業者とは、満１５歳以上で過去１年間に漁業の海上作業に３０日以上従事した者をいう。 



４ 漁船 

    漁業経営体が保有している漁船の総隻数は２,７５０隻で、前回に比べ３９４隻（▲１２.５％）減

少した。 

漁船隻数を種類別にみると、動力漁船が１,７９０隻（構成比６５.１％）、船外機付漁船が９２４隻

（同３３.６％）、無動力漁船が３６隻（同１.３％）で、１５年に比べ動力漁船が１１.１％、船外機

付漁船が１５.５％、無動力漁船が２.７％減少した。 

 

表７ 漁船の種類別隻数                             単位：【隻】 

区   分 平成20年 平成15年
増  減 構成比（％） 

実 数 率(％) 平成20年 平成15年

計 2,750 3,144 ▲ 394 ▲ 12.5 100.0 100.0 

無 動 力 漁 船 36 37 ▲ 1 ▲ 2.7 1.3 1.2 

船 外 機 付 漁 船 924 1,094 ▲ 170 ▲ 15.5 33.6 34.8 

動 力 漁 船 1,790 2,013 ▲ 223 ▲ 11.1 65.1 64.0 

 

 

 

参考 漁船隻数の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3,062 3,007 3,041 2,923 2,927 

2,524 
2,178 2,036 2,013 

1,790 

95 329 

892 1,048 
1,237 

1,125 

1,110 
1,039 1,094 

924 

1,120 791 

261 200 

85 

92 

86 

64 37 

36 

0 

500 

1,000 

1,500 

2,000 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,500 

昭和38(3次) 43(4次) 48(5次) 53(6次) 58(7次) 63(8次) 平成5(9次) 10（10次) 15(11次) 20年

動力漁船 船外機付漁船 無動力漁船

(隻)


